
I 

 

  調 査 の 概 要 

 

 

１ 調査の目的 

  県内における「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運

輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研

究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、

「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されな

いもの）」、の15産業について、職場環境の実態を把握し、労働行政の基礎資料とする。 

 

２ 調査期間及び基準日 

  令和7年8月1日現在 

ただし、育児休業及び介護休業の取得に関する項目については令和 6 年 8 月 1 日から令

和7年8月1日の期間とした。 

 

３ 調査対象 

  事業所母集団データベースの母集団情報における常用雇用者５人以上の事業所から、従業

員規模別・産業分類別に1,500件を無作為抽出した。 

 

４ 調査事項（調査票参照） 

（１） 仕事と家庭の両立支援の取り組みについて 

（２） 多様な働き方について 

（３） 定年制 

（４） 労働時間・休日・休暇 

（５） 働き方改革の実施状況 

（６） 副業・兼業について 

（７） 非正規雇用労働者の労働実態 

（８） 仕事と治療の両立支援の取り組みについて 

 

５ 調査方法 

  調査票による郵送での回答の自記式調査。 

 

６ 回答状況（別表参照） 

  調査対象事業所から回答があったうち、有効回答数は 495 事業所（有効回答率 33.0％）

であった。 
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７ 調査結果の集計 

  奈良県産業部人材・雇用政策課において集計を行った。 

 

８ 調査結果利用上の注意 

（１） 数値は小数第 2 位を四捨五入で端数処理しているため、総数と内訳が一致しない場合

がある。 

（２） 集計数が少ないものについては、数値の誤差が大きくなることもあるため、利用上注

意を要する。 

（３） 前回の調査と比較する場合は、調査対象の同一性や回収率その他の条件が異なるため

注意を要する。 

（４） 図表中において、「無回答・不明」とあるものは、回答が示されていない、または回答

の判別が著しく困難なものである。 

（５） 産業別名称など、文字数が多く表示が困難な場合は略称で表示する場合がある。 

例：学術研究・専門・技術サービス業 ⇒ 学術研究・専門・技術業 
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別表 集計事業所数 

                                 

 


